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Ⅰ．はじめに
　日常的な必需品の購入だけでなく、ライフイベント
に要する臨時的な支出や予期せぬ突発的な出費の準
備、長期にわたる資産の形成において、様々なファイ
ナンス（金融）の仕組みを活用することが通常になっ
ている。そのファイナンスは、電子マネーやクレジッ
トカード等によるキャッシュレス決済、銀行口座での
貯蓄や送金等の決済サービス、事故や災害に備える損
害保険や、死亡や病気による損失を緩衝する生命保険
や医療保険、資産を形成するための住宅ローン等、多
岐にわたる。これらのファイナンスは金融市場の商
品・サービスとして普及しているが、止めどない商品
開発や複雑化する契約内容、高度な情報技術の取り込
み等によって購入・消費に伴う困難やリスクも拡大し
ている。こうしたファイナンスの仕組みを十分に理解
して選択、利用することには、一定程度以上の知識や
技能、財力等を前提としている。このため、前提とな
る諸条件を満たせない状況に置かれている人々は、普
及するファイナンスを適切・安全に利用することが困
難になる。このファイナンスが当該社会にとって基本
的な手段となればなる程、あるいは、ファイナンスを
利用することが促進され利用に伴う便益が大きくなる
程、使用しない・できないことの不利益は大きくな
る。その不利益によって社会参加が妨げられる過程は
金融排除（financial exclusion）と呼ばれる。
　金融排除（ファイナンシャル
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・インクルージョン、financial inclusion）と並び、
ファイナンスに起因する問題状況の把握や解決策に関
わる象徴的な用語として、ファイナンシャル
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・ケイパ
ビリティ（financial capability）がある。ファイナン
シャル・ケイパビリティは、ファイナンス（金融）に
関わる知識や技能に狭く理解されるきらいのあるファ
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・リテラシー（金融リテラシー；以下、
定訳である金融リテラシーと記す）との関係から強調
される用語である。ファイナンシャル・ケイパビリ
ティの概念は、概して、知識や技能の保有だけでな
く、知識や技能を使いこなす行動又はその行動に影響
する諸条件（環境等）を重視する特徴がある。
　ファイナンシャル・ケイパビリティを政策用語とし
て最初に使用したのはイギリスであった1）。ブレア労
働党政権（1997年５月～2007年６月）では、シティ
ズンシップ教育の導入を目指す中で2000年に『パー
ソナル・ファイナンス教育によるファイナンシャル・
ケイパビリティ：学校のためのガイダンス』（DfEE 
2000）を公表した。その後は、「ファイナンシャル・
ケイパビリティのための国家戦略」の提起（FSA 
2003）、ファイナンシャル・ケイパビリティに関する
調査の実施（FSA 2005；FSA 2006a）や実施計画の策
定（FSA 2006b）等が続いた。保守党・自由民主党政
権発足後（2010年５月以降）も「英国のためのファ
イナンシャル・ケイパビリティ戦略」や「ファイナン
シャル・ケイパビリティ委員会」（Financial Capability 
Board）の設置等によって、パーソナル・ファイナン
スの向上を図る政策が続いている。ファイナンシャ
ル・ケイパビリティは、この展開における主要な用語
になっている。
　イギリスとともに注目される国がアメリカであ
る2）。国際的な影響を与えた金融危機は、低所得世帯
等に対するサブプライム・ローンの焦げ付きが一因で
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あり、ファイナンスに関わる消費者の知識や行動がマ
クロの経済問題に発展するおそれについて認識を高め
る契機となった。金融危機以前から「金融リテラシー
及び金融教育改善法 Financial Literacy and Educational 
Improvement Act of 2003」に基づく取り組みは行われ
ていたが、金融危機に関連する問題が表面化するなか
で「金融リテラシーに関する大統領諮問委員会」が設
置され、オバマ政権（2009年１月から2017年１月）
において「ファイナンシャル・ケイパビリティに関す
る大統領諮問委員会」へ名称が変更され（2010年１
月）、2013年には「若年アメリカ人のためのファイナ
ンシャル・ケイパビリティに関する大統領諮問委員
会」も設立された（President’s Advisory Council on Fi-
nancial Capability for Young Americans 2015）。その間に
はファイナンシャル・ケイパビリティの実態調査も行
われている（2009年実施；Lusardi 2011）。
　イギリスやアメリカを始めとする海外諸国の動向と
並行して経済協力開発機構（Organization for Economic 
Co-operation and Development、以下 OECD）も同様の
問題意識を持ち、積極的に取り組んできた。OECD
は、金融リテラシーとファイナンシャル・ケイパビリ
ティ等はほぼ同義であるとみなし、金融リテラシーの
用語を使用している（OECD INFE 2011：3）。そして、
金融リテラシーを改善するための金融教育を各国で推
進する政策の重要性を認め、「金融教育のための国家
戦略に関するハイレベル原則」（以下「ハイレベル原
則」；OECD INFE 2012）を提示し、多くの関連報告書
を作成・公表している。OECDが示した「ハイレベル
原則」は日本も含む G20のロス・カボス会議（メキ
シコ；2012年６月開催）において承認され、その後
の会議においても金融リテラシーに関する検討が重ね
られている3）。
　このような情勢のなかで日本も国際的な要請に応え
ることが期待された。金融庁金融研究センターは金融
経済教育研究会を設置し、2013年４月に報告書をま
とめた（金融経済教育研究会 2013）。そこで、すべて
の人が「生活スキルとして最低限身に付けるべき金融
リテラシー」が示され、その後の金融広報中央委員会
による金融教育の拠り所となっている4）。また、この
報告書では、金融リテラシーとファイナンシャル・ケ
イパビリティを同義と捉える OECDの見解に言及し
つつ、金融リテラシーの用語を採用している（金融経
済教育研究会 2013：1）。このため、金融広報中央委
員会等による公的な金融教育政策では「金融リテラ
シー」を主に使用しており、ファイナンシャル・ケイ
パビリティの用語は紹介・参照される程度に留まって
いる。
　他方で、研究者等が執筆する日本の文献には、ファ
イナンシャル・ケイパビリティに言及するものもあ
る。金融リテラシーに関する資料と比べると非常に少
ないが、後述するように10本以上の文献が確認でき
る5）。金融排除等の概念と同様にファイナンシャル・
ケイパビリティの概念も国や識者による認識が異なる
ことを仮定すると6）、日本の関連文献ではファイナン
シャル・ケイパビリティの概念をどのように捉え、日
本の問題状況の把握や解決策に活かそうとしているの
か、また、活かすことに成功しているのかが問われる
だろう。
　日本においても、困難な状況に置かれた人々のファ
イナンスに関わる問題が社会化され、その改善策も実
施されている。例えば、社会福祉事業のなかには、認
知症や精神障害等によって判断能力の低下がみられる
人々への日常生活自立支援事業や成年後見制度、低所
得世帯等に対する家計改善支援事業等、法律に基づき
全国的に実施されている事業がある。これらの主な方
法は教育ではなく相談援助になるが、管見の限り、当
該領域ではファイナンシャル・ケイパビリティの用語
や概念が定着していない。全ての人々にとって最低限
の「金融リテラシー」の考えが示されるなかで、困難
な状況にある人々を対象とする取り組みを検討・推進
する上でファイナンシャル・ケイパビリティ概念を活
用することは意義のあることなのだろうか。
　かかる問題意識をもち、本稿では、日本の研究者等
がファイナンシャル・ケイパビリティをどのように認
識しているのかを明らかにする。なお、当該概念の理
論的検討や当該概念を活用した実態把握、政策・実践
の立案は別稿にて論じる課題とし、本稿では扱わない。
　以下では、まず、参照した日本の文献について説明
する（Ⅱ）。次に、文献にて言及されたファイナン
シャル・ケイパビリティの認識を概観し（Ⅲ）、その
後に、ファイナンシャル・ケイパビリティ概念の独自
性に注目した見解に焦点を置いて、その要点を詳しく
まとめる（Ⅳ）。これらを踏まえ、日本における当該
概念の指向性を明らかにする（Ⅴ）。最後に、本稿で
得た知見をまとめ、今後の課題を挙げる（Ⅵ）。
Ⅱ．資料
　資料収集には国立国会図書館サーチ（http://iss.ndl.
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go.jp/）を利用した。ファイナンシャル・ケイパビリ
ティ、金融ケイパビリティ、金融能力、の用語を
「キーワード」に入力し、用語別に「詳細検索」及び
「簡易検索」を行った。この結果、「詳細検索」では10
本の資料が該当し（大橋 2009b；2009c；伊藤 2011；
2012a；2012b；2012c；2017；春井 2011；2014；山下 
2014）、「簡易検索」では「詳細検索」の10本を含む
13本の資料が確認できた（小池 2009；観音寺 2016；
スティーブン 2016）。いずれの資料も、論文や報告書
として公表されてる文献である（以下、検索文献）。
多くは金融教育領域に関連する文献であった。
　検索文献は、2009年から2017年の間に刊行・公表
されていた。これを踏まえ、短期間ではあるが背後に
ある経済情勢や政策動向の変化を考慮して、時期を、
金融危機以降（概ね2008年）から金融経済教育研究
会報告書公表まで（2013年４月）と、金融経済教育研
究会報告書公表後（2013年４月）から現在（2018年
10月）までに分けた。
　検索文献以外でファイナンシャル・ケイパビリティ
に触れている文献も確認しており、上記の時期に該当
する文献は必要に応じて追加した（e.g.大橋 2009d；
伊藤 2012d；2015；2016）。他方、これ以外の時期（金
融危機以前）の文献は割愛した（e.g.山根 2006；春
井 2007）。
　なお、ファイナンシャル・ケイパビリティは、後述
するように「金融能力」や「金融ケイパビリティ」と
訳されており一様ではない。本稿では、各参考文献で
使用される訳語をそのまま記しているが、特定の文献
や文脈に限定せずに用語や概念一般を指す場合にはカ
タカナ表記で統一した。
Ⅲ．日本の動向
１．金融危機以降から金融経済研究会報告書公表まで
　この時期には、国立国会図書館調査及び立法考査局
の『青少年をめぐる諸問題　総合調査報告書』にある
「金融経済教育」の概説（小池 2009）、1990年代後半
から2000年代後半までの約10年間にわたるイギリス
の金融教育政策の動向を取り上げた調査報告書（大橋 
2009b；2009c；2009d）、同じくイギリスの動向に注目
し金融リテラシー教育に関する国家戦略の意義を指摘
している論文（春井 2011）がある。これらの文献で
は、いずれもイギリスの金融教育政策を紹介するなか
でファイナンシャル・ケイパビリティを「金融能力」
と訳出している（小池 2009：93‒94）。しかし、概念
自体の特徴に関する検討は行われていない。
　ここで目を引くのが、パーソナル・ファイナンスを
専門とする伊藤宏一の文献である。伊藤は、この時期
に少なくとも５本の文献（うち１本は講演録）を刊行
している（2011；2012a；2012b；2012c；2012d）。こ
れらは、1990年代後半以降のイギリスやアメリカ、
OECD等の海外の動向を紹介・検討すること、これま
での日本の金融教育の展開を振り返りつつ国外の動向
を見据えて今後の展望を示すことを主な内容としてお
り、その点では上記の文献と同様である。他方で、上
記の文献と異なる点は、金融危機から数年を得た時期
での執筆（2011年・2012年）ということもあり、金
融危機の影響を受けた海外諸国、特にアメリカと
OECDの動向をいち早く紹介・検討していることであ
る。そして、これらの動向を踏まえて、ファイナン
シャル・ケイパビリティを「金融ケイパビリティ」と
訳し、当該概念の特徴やその社会的意義、金融リテラ
シーとの異同、哲学的根拠等について、海外の調査研
究を参考に論じている。なお、これらの文献と同様の
内容は、金融経済教育研究会の第１回会議でも報告さ
れている（伊藤 2012e）。
２．金融経済教育研究会報告書公表以降
　金融経済教育研究会報告書公表以降の時期は、ニュー
ジーランドにおける学生の金融リテラシー教育を紹介・
批評している論文（Steven 2011）や、国内外の金融教
育の展開を改めて整理し日本の課題を提示している観
音寺の論文（観音寺 2016）がある。これらは、政策
用語として「financial capability」や「金融ケイパビリ
ティ」に言及しているが、概念に関する踏み込んだ検
討はみられない。
　他方で、経済学者の春井久志は2014年の論文で
OECDの「ハイレベル原則」を改めて概観しており、
イギリスにおける「金融ケイパビリティ」教育が「社
会的視野と責任ある金融行動」に重きを置いているこ
とに言及している（春井 2014：18）。しかし、それ以
上の検討はみられない。
　経済学者の山下貴子は2013年秋口に首都圏で実施
された調査の二次データを用いて、金融行動に対する
金融リテラシーの影響力について分析を行っている。
そして、投資意欲や（個人投資家向けの税制優遇制度
である）NISAの購入意欲は金融リテラシー等の「金
融ケイパビリティ」の構成要素の影響をほとんど受け
ていないとの結果を示した。この論文では、分析に要
する変数を導出する際に、イギリス政府の報告書
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（FSA 2005）や伊藤（2012a）が記した「金融ケイパビ
リティの構成要素」を参考にしており、金融行動に影
響する諸要素（変数）とその関係をモデルとしている
（山下 2014）。
　以前から積極的に議論をしていた伊藤宏一は、この
時期でも関連する論文を執筆している。2015年の論
文では、2012年に刊行された一連の論文に依拠しつ
つ、「金融ケイパビリティ」の根拠としてアマルティ
ア・センの知見を解説し、そこから日本における金融
経済教育の特徴と課題を指摘している（伊藤 2015）。
また、2017年論文では、日本の高齢者が直面する金
融関連の問題に対する取り組みについて論じている。
高齢者の金融リテラシーは「判断力や理解力が衰えた
場合の資産の管理・運用に関し、準備を行っている」
（「金融リテラシー・マップ」、伊藤 2017：15）ことが
重要になると考えられており、実際に判断力・理解力
が衰えた場合等にどのような支援やその支援体制を講
じることができるかを「金融ケイパビリティ」の視点
を踏まえて検討している。そして、事後的な相談体制
と予防的な教育・相談体制の確立、高齢者自身の老後
生活設計と家族を含める世代間生活設計の重視、資産
形成ではなく資産管理に重点を置く支援の要請、ファ
イナンシャル・プランナーと法律専門職との連携によ
る中立的・個別的な相談支援体制の必要性を説いてい
る（伊藤 2017：20‒21）。
　以上、ファイナンシャル・ケイパビリティに言及す
る文献を概観した。ファイナンシャル・ケイパビリ
ティの用語については、イギリスやアメリカ、OECD
等の動向を紹介するなかで「金融能力」ないし「金融
ケイパビリティ」と訳され、言及されてきた。両期間
を俯瞰すると多くの文献が当該用語の概念について検
討を行っていない一部の研究者、特に伊藤宏一は概念
の独自性とその意義に注目し積極的に論じていた。伊
藤の業績も含め、金融経済教育研究会報告書公表以降
の時期にはファイナンシャル・ケイパビリティの概念
を参考にして日本の実践や実態を検討する議論も出て
いる。このように全体的に限られた議論ではあるが、
10年間程のなかで若干の変化はみて取れる。
Ⅳ．ファイナンシャル・ケイパビリティの独自性
　本節では、ファイナンシャル・ケイパビリティ概念
の独自性を評価している伊藤の見解に注目し、刊行さ
れている多くの文献をもとに、用語の選択、概念の要
素、概念が使用された社会的・政治的文脈の影響に分
けて、その特徴をまとめる。
１．用語の選択
　新しい用語の社会的な意義は、関連用語の意味との
違いよって評価される。また、他言語を原語とする場
合は、日本の文脈に照らした訳語の選択も論点にな
る。
　まず、ファイナンシャル・ケイパビリティの用語の
使用を選択する際には金融リテラシーの用語をどう理
解し関係づけるのかを考慮しなければならない。前述
したように、OECDの報告書では「金融リテラシー」
と「金融ケイパビリティ」をほぼ同義とみなし（伊
藤 2012a：40）、主に「金融リテラシー」を使用して
いた。同様に、日本の金融教育政策でも「金融リテラ
シー」を主に使用していた。
　このような状況において伊藤が「金融ケイパビリ
ティ」の用語にこだわる理由は２つある。ひとつは、
アメリカ政府やイギリス政府、カナダ政府、アフリカ
等では「金融ケイパビリティを基本概念として金融リ
テラシーを区分」しており、それが「国際基準」にな
るとみなしていることである（伊藤 2012c：27）。
　もうひとつは、ファイナンシャル・ケイパビリティ
概念の独自性である。まず、ファイナンシャル・ケイ
パビリティの概念は、ファイナンスに関わる行動に注
目しており、知識や技能を実際に活かす（機能させ
る）ことを重視する。ただし、このような行動面の強
調は金融リテラシー概念にも取り入れられてきた（伊
藤 2012a：41）。このように見直される金融リテラ
シー概念について伊藤は一定の評価をしているが、金
融リテラシー概念は「単独で、マネーの個人的な使用
と管理及び個人の金融的な意思決定にフォーカスして
いる」特徴があると指摘する（伊藤 2017：15）。これ
に対して、「金融ケイパビリティ」は、「個人の金融的
意思決定とより広い社会や環境との相互作用を考慮す
る広い視野」を含んでおり、「『金融ケイパビリティ』
概念を使用することが適切である」と考えている（伊
藤 2017：15）。
　次に、訳語の選択である。日本の先行研究では、
ファイナンシャル・ケイパビリティは「金融能力」ま
たは「金融ケイパビリティ」の二通りに訳されてい
た。「金融ケイパビリティ」の訳語は、管見の限りで
は伊藤の文献が初出である。伊藤は「ケイパビリティ
を単純に『能力』と訳し、金融ケイパビリティを『金
融能力』と訳すと、単に個人の能力という意味に誤解
される」という。そして、「自分の利己的な経済的欲
表１　金融リテラシーまたはファイナンシャル・ケイパビリティの構成要素
項目 イギリス アメリカ OECD 研究者① 研究者②
家計管理 ①収支の一致
②収支の記録
① 収支の一致 ①日々の家計管理 ①日々の家計管理 ① 日々、月次及び
年次の家計管理
計画 ③事前の計画作成 ②事前の計画作成 ② ファイナンシャ
ル ･プランニン
グ
②事前の計画作成 ② 事前の短期中長
期の計画作成
金融商品
の選択
④金融用品の選択 ③ 金融商品の選
択・管理
③ 金融用品の適切
な選択
③ 金融商品の理解
と効果的な選択
④ 貯蓄・運用・ロー
ン・保険に関す
る金融商品の適
切な選択と管理
金融知識 ⑤金融問題の理解 ④ 金融知識とスキ
ルの自己評価
④金融知識・理解 ③ 金融商品や経済
事情の知識と理
解（狭義の金融
リテラシー）
外部支援
の利用
④ 金融アドバイス
提供先の把握
動機 ⑤ 効果的な金融管
理の動機
出所：伊藤（2012a：44‒45；2012c：26‒27）をもとに筆者作成。
注） イギリスは FSA（2005）、アメリカは Lusardi（2011）、OECDは OECD/INFE（2009）、研究者①は McQuaid and 
Egdell(2010)、研究者②は伊藤（2012a）に依る。
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望を効率的に追及するという利己的・競争的意味に誤
解される恐れがある」とも指摘する（伊藤 2011：
24）。なお、「金融能力」の訳語を当てる理由につい
て、他の研究者等は明確に示していない。
　以上、用語の使用と訳語の選択について伊藤の見解
をまとめた。共通していることは、ファイナンシャ
ル・ケイパビリティ概念は個人的側面に偏向しない特
徴があることに意義を見出しており、これは「ケイパ
ビリティ」の理解に基づいている。
２．概念の要素と根拠
　次に、ファイナンシャル・ケイパビリティ概念が強
調する側面について、ファイナンスに関わる行動と社
会性の２つを詳しく検討する。
⑴　行動の側面
　行動を重視する側面はファイナンシャル・ケイパビ
リティの特徴として示される。他方で、イギリスでは
「金融リテラシー」概念にも最初から組み込まれてい
たという指摘もあった（伊藤 2012a）。
　この行動面についての認識は、実態調査等で用いら
れる操作的定義に具体的にみられる。伊藤は、これを
「金融ケイパビリティ」の「構成要素」等として示し
ている。
　また、行動の目的や内容は、ファイナンス（金融）
の認識と密接に関係する。この点に関連して、伊藤は
「日本でしばしば誤解されるように投資だけを重視し
た基準にはなっていない」と言及している（伊藤 
2012c：26）。行動面を重視する金融リテラシーやファ
イナンシャル・ケイパビリティ（「金融ケイパビリ
ティ」）の要素として示されているように、これらの
概念が想定している行動は、様々な商品やサービスを
活用した資金繰りやそのための家計管理までを含むも
のである（表１）。
⑵　社会的な側面
　ファイナンシャル・ケイパビリティ概念の独自性と
して指摘される社会的側面については、市民としての
責任とアマルティア・セン等のケイパビリティ論との
関連が挙げられている。
　①金融責任　伊藤は、イギリスで学校教育のシティ
ズンシップ教育のなかで「金融ケイパビリティ」概念
が取り上げられた際に、金融知識や技能、コンピテン
スと並んで、「金融責任」が位置付けられていたこと
を重視している（伊藤 2012a：41‒42）7）。この金融責
任とは、「個人の将来だけでなく、より多くは社会的
レベルでの、お金と個人の金融上の意思決定が及ぼす
広範に影響についてのこと」（伊藤 2015：69、原文マ
マ）を指す。換言すれば、個人の金融に関する意思決
定は、個人の生活だけでなく、家族や地域社会にも影
響を与えるため、その決定には社会に対する責任も伴
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うことを意味する（伊藤 2012a：41‒42）。このように
理解された金融責任は、「金融ケイパビリティ概念固有
の特徴」であり、特にイギリスの「金融ケイパビリ
ティ」で強調されていることを指摘する（伊藤 2012a：
46‒47；伊藤 2015：70）。
　また、この「社会性」は、文部科学省から2011年に
示された「消費者教育の指針」や2012年に成立・公布
された消費者教育推進法における消費者市民概念の特
徴と一致すると説く（伊藤 2015：76‒77）。そして、
2013年の金融経済教育研究会報告書が、この「社会性」
を含む「金融ケイパビリティ」概念を採用しなかった
ために、金融教育と消費者教育の連携が「不十分なレ
ベルに留まった」と批判する（伊藤 2015：76）。
　②ケイパビリティ論　もうひとつの社会的側面は、
アマルティア・センやマーサ・ヌスバウムが提唱した
ケイパビリティ論を根拠とする。2015年論文では、
イギリスやアメリカ、OECDにみられる「金融ケイパ
ビリティ」の「理論的・哲学的基礎」にはセンのケイ
パビリティ概念があることを言明している（伊
藤 2015：72）。また、センは「金融ケイパビリティを
ケイパビリティの一般概念に含むもの」と捉え、「金
融ケイパビリティ」の改善は反貧困戦略に重要であっ
たと考えていたことにも言及している（伊藤 2015：
74）8）。
　ケイパビリティ論を根拠とする見解は、主に２つの
先行研究を参考にしている（伊藤 2011：22；伊藤 
2012a：43；伊藤 2015：74）。１つ目はアメリカの論
文（Johnson and Sherraden 2007）であり、以下の諸点
を引用・強調している。
　　経済生活への参加は、人生のチャンスを最大化す
べきであり、人々を豊かな生活に導くようにすべき
である。このためには、知識とその知識に基づいて
行動する能力、そして行動への機会が求められる。
この行動への機会は、個人的な機能の社会制度への
リンクを含んでおり、また彼らが実践しこの機能を
生かすための教育方法を含んでいる。我々は、この
ことを金融ケイパビリティと呼んでいる（伊藤 
2012a：43）9）。
　この引用箇所について、「適切な金融行動」のため
には、個人が当該行動を実践することに加え、「個人
が適切な行動をとれるような社会制度を整備すること
と、行動に有効な教育方法を確立することが重要であ
り、そこまで含めるのが金融ケイパビリティだという
こと」（伊藤 2011：22）という理解を示している。
　そして、伊藤はセンやヌスバウムの著作を参考にし
たうえで、ケイパビリティの重要なポイントを三点あ
げている。それは、「自分で実際に様々な機能を行う
という主体性が重要である」こと、「社会制度的・文
化的側面がある」こと、「自分の福祉（well-being）の
達成だけを目指す能力なのではなく、他の人々の福祉
も達成しようとする倫理的側面がある」こと、である
（伊藤 2011：23）。なお、２点目の「社会制度的・文化
的側面」は、「個人が適切な金融行動のための意思決
定を行うことを支える社会の制度的支援など」（伊
藤 2017：15）を指し、日本の文脈では「公的年金制
度や公的医療保険制度、あるいは生活保護制度等のあ
り方の問題」も含まれると指摘している（伊藤 2011：
23）。
　２つ目は、イギリスの調査報告書（McQuaid and 
Egdell 2010）である。ここでも同様にセンやヌスバウ
ムのケイパビリティ論にファイナンシャル・ケイパビ
リティを位置付けることを指摘している。他方で、独
自的な見解も看取されるという。まず、「金融ケイパビ
リティは、他の実践的で達成可能な様々なケイパビリ
ティとリンクして」いる。そして、「金融ケイパビリ
ティを単独で孤立でみることなく、他のケイパビリティ
や、そのケイパビリティの蓄積としての社会的資本
（社会的ネットワーク）・金融資産・人的資本との関係
や相互作用をみるという資産構築（Asset Building）の
視点は重要である」とする意見である（伊藤 2015：
74）。
　以上、概念の独自性に関わる見解をまとめた。最初
の構成要素を確認する限り、「金融ケイパビリティ」
概念における行動の側面は全く独自のものではなく、
金融リテラシー概念も共有し得る要素である。他方
で、２つの社会的側面は独自的な要素であり、この側
面があることで「金融ケイパビリティ」は金融リテラ
シー概念に置換できないと考えられている。
３．概念の文脈
　ファイナンシャル・ケイパビリティが使用される文
脈では、困難な状況に置かれる人々への注意が払わ
れ、教育だけではない多様な方法が模索されている。
⑴　対象
　イギリスでは、教育雇用省の2000年報告書（DfEE 
2000）では、「金融ケイパビリティ」とともに、「金融
商品や金融サービスにアクセスできない『金融排除』
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にある人々の問題を取り上げていた」ことや、スコッ
トランド政府の文書に「貧困予防アプローチ」として
「金融ケイパビリティ」の言及がみられること等を指
摘している。このようなイギリスの動向から「金融ケ
イパビリティに関する視点」のひとつとして「反貧困
戦略」があると説いている（伊藤 2012a：42）。
　同様に貧困との関連はアメリカでも指摘されてい
る。金融危機の契機となったサブプライム・ローンは
「低所得者層の所得では返済不可能な住宅ローン貸付
を行うことから出発」しており「安易に借りるという
金融行動をとった消費者側」の問題も指摘されてい
た。このため、金融危機後に名称変更された「金融ケ
イパビリティに関する大統領諮問委員会」の狙いは、
低所得者・貧困層や、「金融システムへのアクセス問
題、つまり金融排除」を経験する人々の「金融ケイパ
ビリティ」の向上が重視されていたと指摘している
（伊藤 2011：21；伊藤 2012a：43；伊藤 2012c：24‒5）
　これら英米の影響を受けた OECDの「ハイレベル
原則」では、（ファイナンシャル・ケイパビリティの
用語を主に使用していないが）「全ての国民」が「金
融リテラシー」の向上を達成するように計画すべきこ
とを明記し、特に「高齢者、若者、移民、低所得層、
女性、労働者、失業者に加え、異なる言語を使うコ
ミュニティや少数民族など」「潜在的に脆弱な人々」
ないし「より困難な状況にある人々」に注力して資源
を投入することにも言及している（伊藤 2012a：40）。
　これに対して、当時（2012年）の日本の金融教育
やそれに関する公的なビジョンは、「社会的により困
難な立場の人々への金融教育の取り組みという問題意
識に欠けている」と批判している（伊藤 2012a：40）。
同様に2017年論文では、行動面を含めた新しい「金
融リテラシー」の行動基準でもある「金融リテラ
シー・マップ」や「社会人向け金融経済教育の考え
方」には、「実際に判断力が衰えている場合に具体的
にどのようにするかは明示されておらず、不十分と言
わざるをえない」と述べる（伊藤 2017：15）。
⑵　方法
　知識や技能に重点が置かれる金融リテラシーの改善
に向けた方法は主に教育が想定され、特に子どもの学
校教育における取り組みが図られてきた。他方で、学
校に属さない成人の金融行動にも関心が向けられるな
かで、その方法は多様化する。
　例えば、イギリスでは金融に関わる助言（アドバイ
ス）の重要性を一貫して強調してきた（伊藤 2012a：
42）。2011年４月には、消費者金融教育機構（Consumer 
Financial Education Body, CFEB）が名称変更して「マ
ネー・アドバイス・サービス」（The Money Advice 
Service）となり、オンラインや電話、対面相談を通じ
て無料で公平な助言を提供する体制を整備した（伊藤 
2012a：同上）。
　また、アメリカにおける大統領諮問委員会は当初よ
り金融教育に限定されていなかったが、そのファイナ
ンシャル・ケイパビリティの用語を付した組織名称へ
の変更の際には、「金融教育の改善」だけでなく、「賢
明な意思決定を行うためのツールとリソースへのアク
セス」を含めた包括的アプローチを提唱していた（伊
藤 2011：21；2012a：43；2012c：24）。
　伊藤は日本 FP協会常務理事を務めていたこともあ
り（伊藤 2011）、『ファイナンシャル・プランニング研
究』等に論文を載せている。このファイナンシャル・
プランニング（ないしファイナンシャル・プランナー）
による関わりについては、高齢者に対する相談事業と
して、医療機関において「お金に関する様々な悩み
（費用の捻出、保険金・給付金の受取り、資産運用、
相続等）」について中立的な立場から相談にのる「医
療コンシェルジュ」制度（2014年度より）や、「中古
住宅市場活性化のための相談事情」（国土交通省委託
事業、2015年度）、東日本大震災後の岩手県の被災者
相談支援センターにおける相談者への「生活復興・生
活設計相談」（2012年度より）といった実践実績のあ
ることが紹介されている（伊藤 2016：22‒23；2017：
17‒20）。特に最後の被災者相談支援センターでは、
ファイナンシャル・プランナーが高齢者の生活設計に
関わる「お金全般」の総合的な相談窓口の担当とな
り、そこから必要に応じて法律専門家や建築士等の専
門家による各種相談につなげる体制構築を重要視して
いる（伊藤 2017：19）。
　以上、ファイナンシャル・ケイパビリティに関連す
る対象と方法について伊藤の文献を概観した。この対
象と方法は、当該用語が使用された社会的・政治的文
脈のなかで強調された側面である。しかし、ファイナ
ンシャル・ケイパビリティ概念の独自性それ自体では
ない。このため、先の行動面の重視と同様に金融リテ
ラシーの対象と方法にも組み入れることはできる。
Ⅴ．概念の指向性
　日本でもファイナンシャル・ケイパビリティ概念の
独自性に関する検討が確認されたが、全体としてファ
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イナンシャル・ケイパビリティの用語や概念の扱われ
方は一様ではなかった。
　まず、新しい用語として認知されるか否かが最初に
問われるが、認知されたとしても当該用語の独自の意
味を検討されることはなく新しい表現としての認識に
留まる場合もある。新しい表現でもあり、かつ独自の
意味があるのであれば、その意味について検討が行わ
れる。このような概念の解釈をめぐる一連の過程を概
念化（conceptualization）の指向性と捉えると、日本
におけるファイナンシャル・ケイパビリティの概念化
にはいくつかの指向性があることを指摘できる10）。
　第一の指向性は、新しい用語・概念として認知しな
い。概念化の指向性としては最も消極的である。海外
諸国の動向を参照してもファイナンシャル・ケイパビ
リティについては取り上げることはない11）。
　第二の指向性は、新しい用語として認知するが概念
としての検討を行わない。海外諸国の情報提供として
紹介されるか、行政や政治の都合で生成された造語と
して観察・記述される。文献の言及のみに着目すれ
ば、「金融能力」と直訳して触れているだけのものが
該当する。
　第三の指向性は、新しい用語として認知したうえで
概念としての独自性を模索するが、関連する概念を補
助する役割を与えられるか、関連概念の下位概念に位
置付けられる。具体的には、行動の重視や、困難な状
況にある人々への配慮、多様な方法の採用等を含意す
るファイナンシャル・ケイパビリティの概念が、金融
リテラシー概念の補助・強化のために扱われていた。
ファイナンシャル・ケイパビリティ概念は金融リテラ
シー概念の見直しを迫る点で意義があるが、金融リテ
ラシー概念を代替することはない。ここには、OECD
や日本の金融経済教育研究会等の見解が該当すると解
釈できる。
　第四の指向性は、新しい用語として認知したうえで
概念としての独自性を模索し、関連する概念に取って
代わる、ないし上位概念に位置付けるものである。具
体的には、「社会的・文化的側面」を不可欠の要素と
しながら、個人的な側面を中心とする金融リテラシー
概念を包括する概念としてファイナンシャル・ケイパ
ビリティを捉える。セン等のケイパビリティ論を理論
的根拠とするジョンソン等は、ファイナンシャル・ケ
イパビリティの個人的側面として金融リテラシーの能
力があり、その能力を発揮できる機会（関連制度等）
を社会的側面として位置付けて概念化を図っており、
この指向性に該当する12）。
　なお、セン等のケイパビリティ論は、貧困や社会的
排除、障害等の困難な状況や、多様の介入方法につい
ての知見の蓄積もあるため、承認されている他の構成
概念や諸理論と関連づけて体系化できる見込みも立
つ13）。
　このようにみると、一つ目と二つ目の指向性は消極
的であるが、三つ目と四つ目の指向性は積極的な概念
化といえる。三つ目の指向性は、それまで等閑視され
ていた側面を照らす象徴的・啓発的機能のある概念化
として意義がある。四つ目の概念化は蓄積のある理論
を媒介に個人的側面と社会的側面を包括する概念化で
あり、先行する学術的知見と関係づけることができ
る。
Ⅵ．おわりに
　本稿の目的は、日本においてファイナンシャル・ケ
イパビリティの概念がどのように認識されているのか
を明らかにすることであった。当該用語に言及する日
本の文献をもとに概念の捉え方を検討した結果、複数
の認識を概念化の指向性として指摘した。消極的な指
向性としては当該用語を認知しないもの、及び用語を
認知しても特徴ある概念として扱わないものがあり、
積極的な指向性としては概念の独自性を認めて金融リ
テラシー概念を補助・強化するもの、及び概念の独自
性を認めて金融リテラシー概念も包括する上位概念に
位置付けるものを挙げた。
　それでは、本稿の議論から、貧困等の困難な状況に
ある人々の生活支援の在り方を検討する際にファイナ
ンシャル・ケイパビリティ概念の有用性は示唆される
のだろうか。本稿で取り上げた文献においては、海外
諸国で強調されていた貧困等の困難な状況にある人々
が直面するファイナンスの問題が、そもそも日本では
十分に議論されていなかった。他方で、本稿の冒頭で
触れた家計改善支援事業等が応じる問題や過重債務問
題等は本稿で取り上げなかった文献では認知されてい
る。これらに関わる議論や知見を参照にして、日本に
おけるファイナンシャル・ケイパビリティの概念化を
進めることが求められる。この概念化を進めながら、
ファイナンシャル・ケイパビリティという概念の傘の
下で、困難な状況にある様々な人々のファイナンスに
関わる問題について個人的側面と社会的側面の両方か
ら包括的・体系的に把握・分析し、特定の方法や一部
の専門職に限定されない多元的な支援体制の構築を目
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指すことが期待される。
　本研究は科研費（16K17268）の研究成果の一部である。
注
* 愛知県立大学教育福祉学部准教授
１） パーソナル・ファイナンスの向上を促すイギリスの政
策動向は、日本では特に金融教育領域において紹介され
ている（e.g. 観音寺 2016：110‒113；野村資本市場研究
所 2017；全国銀行協会 2018：42‒48）。 
２） アメリカの政策動向は、イギリスと同様に金融教育領
域において紹介されている（e.g. 伊藤 2012c；観音
寺 2016：106‒110；全国銀行協会 2018：34‒42）。 
３） 金融リテラシーに関する国際的な動向についても日本
の文献で頻繁に紹介されている（e.g. 春井 2014；観音寺 
2016：100‒101）。 
４） 日本の動向は多くの文献で取り上げられている（観音
寺 2016：101‒106；全国銀行協会 2018：10‒26）。 
５） 国立国会図書館サーチの検索結果である。なお、「金
融リテラシー」については1998年から2018年10月まで
の間で189件の資料が確認できた（検索方法；キーワー
ド＝金融リテラシー、詳細検索、2018年10月26日検
索）。 
６） 金融排除の概念については野田の論文（野田 2013；
2014）を参照されたい。なお、ファイナンシャル・ケイ
パビリティ概念の捉え方が一様ではないことは伊藤の論
文からも確認できる（伊藤 2012a）。 
７） 原語は financial responsibilityである（DfEE 2000：6）。 
８） この見解は、McQuaid and Egdell（2010：19）の一文
を根拠にしているものと思われるが、そこには見解の根
拠となる引用箇所（センの文献と頁数）が明確に示され
ていない。このため、セン自身がファイナンシャル・ケ
イパビリティに言及していたのか、それとも関連する見
解から他者（McQuid等が）ファイナンシャル・ケイパ
ビリティに関する言及だと解釈したのか、不明瞭であ
る。 
９） 引用元は、Johnson and Sherraden（2007：122）である。 
10） 概念化については、貧困の概念化に関するリスターの
見解を参考にしている（Lister＝2011）。 
11） なお、本稿では用語の言及がある文献を扱ったため、
この指向性は直接確認していない。
12） ジョンソンとの共同執筆者であったマーガレット・
シェレイデンは、その後「ファイナンシャル・ソーシャ
ルワーク」を構想し、その理論的基盤として2007年論
文で定式化したファイナンシャル・ケイパビリティ概念
を位置付けている（野田 2018）。 
13） 伊藤はファイナンシャル・ケイパビリティ概念の「社
会性」として「金融責任」を重視するが、この理論的根
拠を十分に論じているわけではない。ただし、教育雇用
省報告書（DfEE 2000）がシティズンシップ教育の構想
の一部であり、そのシティズンシップ教育の構成要素に
「社会的責任・道徳的責任 social and moral responsibility」
（Citizenship Advisory Group 1998：13）を位置付けてい
た。これを踏まえると、「金融責任」の理論的根拠をシ
ティズンシップ論に求め、シティズンシップ論からファ
イナンシャル・ケイパビリティの概念化を進められるか
検討する余地はある。 
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